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業にも事業継続計画（以後 BCP という）の策定を迫られる現状がある． 
 ここで，近年よく耳にする BCP であるが，日本に BCP という概念がもたらされて十







しかし，平成 25 年 8 月に公表された「事業継続ガイドライン―あらゆる危機事象を

















建設業界でも，国土交通省関東地方整備局が平成 21 年 6 月に建設会社の災
害時事業継続力を評価する認定制度 4 )をスタートさせたのを皮切りに，その
他の地方整備局でも次々と災害時における事業継続力認定制度を活用し，建


























そこで，簡易的策定手法として真野ら 6)が提案している建設業 BCP を専門的知
識がなくても容易に BCP が策定できる支援システムを活用したり，BCP の策定支援を
商材として扱っている損保保険会社やコンサルタント会社を活用したりするなど，BCP
の大半の部分を策定してもらい，自社の内情実情などの特性を十分に反映されていな
い BCP を策定する企業も多数現れている． 
このように他社に依頼し，この認定を受けることだけを主眼に置いて策定さ







































平成 30 年 7 月に発生した西日本豪雨災害では，死者・行方不明合わせて

































































































第 2 章では，東日本大震災時に BCP が十分機能しなかった，徳島県の地方
中小建設業の事例をあげ，建設業としての BCP 改革の課題解決方法を提案す
る．  













































































度を平成 21 年 8 月に始めている 2)．著者が勤務する建設企業（以下 A 社と略す）も四
国地方整備局の認定制度スタート直後の平成 22 年に建設業 BCP 認定を受けている．
（四国地整第 1 回認定企業は 45 社） 
また，四国地方整備局に続いて，中国地方整備局 3），東北地方整備局（港湾空港関係）
4），近畿地方整備局 5）と多くの地方整備局が認定制度を始めることで，平成 29 年 6 月
時点では全国で BCP 認定会社は 1533 社となるまで広がっている．  






















ための事業継続力を持つ必要がある．つまり，整備局の BCP を担うための建設業 BCP





















組織に属する人の日常の意識の中に，いかにして BCP 継続改善の PDCA サイクルを取
り入れ，生き延びる力を向上させ，企業としての事業継続が成り立たせていくかを真
剣に考えるべきである． 
今後の建設業としての BCP 策定を進めていくため，今一度，建設 BCP ガイドライン
8)で整理されている内容を確認し，建設業の特徴を表-1 にまとめた． 
建設業の BCP は策定と運用の点でも普及にあるが，本論文では BCP の理解不足や整
備局や県主導で進められている建設業 BCP と本来の BCP の相違などから生じている課
題を抽出する．その上で災害時の事業継続だけでなく，平常時にも役立つ事業継続管
理（BCM）の方法について考察を行う．その 1 事例として GIS を活用して，平常時の営






































２．２ 建設業 BCP の課題 
 
２．２．１ BCP 策定に関する課題 
BCP 策定に関して複数ある課題の中から，BCP に対する理解，経営面での認識の違い，
建設業 BCP と本来の企業 BCP の違いについて以下のように課題を抽出した． 
 
























































１) GIS の活用 







 A 社では，当初の BCP 策定時には簡易的な地図上での社員宅位置情報しか明示して
おらず，社員一人ひとりの現状把握のための情報が不十分だった．そこで，GIS を用い
て，災害情報等の BCP に関連する情報の「見える化」を図った． 






































震度予測図）を GIS 上で確認できるようにしてワークショップで示した． 








％から 96.8％と大幅に上昇しており，社員の BCP に対する関心度は大幅に向上してい
る．BCP を浸透させ，実効性を高めるためには定期的に訓練を行うことが重要である
が，これに加えて，訓練の時だけでなく，平常業務の中でも自然と BCP に関連した事












写真-1  GIS オンラインシステムを用いた訓練風景  





































「部署内で変化があったか」との問いには平均的には 4.0 で 3 点の「変わらない」
と評価した人も 2 名いたものの，「少しある」，「とてもある」が各 2 名で 2/3 の部
署では評価されている． 
「非常時における自分の役割の認識ができているか」の問いについては平均的には




















































A 社では，東日本大震災後に BCP が機能しなかった事を受け，経営者が BCP の見直し
を志した．BCP の策定を担当者だけに任せるのではなく，社員一人一人が大災害時の事
業継続のことを考えて進めることのできる体制を整える必要があると判断した．その
1 つとして，上述の通り BCP ワークショッププロジェクトを立ち上げている． 
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平成 30 年 7 月豪雨災害では，平成 30 年度消防白書 1)（平成 30 年 11 月 6 日現在）
によると，死者 224 名，行方不明者 8 名，負傷者 459 名，住家全壊 6,758 棟，半壊
















































搬入先 7 月 13 日 7 月 18 日 7 月 26 日 合計(台） 
広島県 
熊野町 ４   ４ 
坂町  ２  ２ 
呉市   ４ ４ 
岡山県 倉敷市 ３ ７  １０ 
愛媛県 
大洲市 ３   ３ 
西予市 ３ １  ４ 
宇和島市  １９ ３ ２２ 
高知県 宿毛市  １０  １０ 











2019 年 3 月 15 日に広島県呉市危機管理課，同県熊野町危機管理課，同県坂町環境防
災課，愛媛県大洲市危機管理課，同県西予市復興支援課，2019 年 3 月 18 日に愛媛県宇
和島市危機管理課，高知県宿毛市土木課，2019 年 3 月 19 日に岡山県倉敷市災害復興支



















































熊野町 坂町 呉市 倉敷市 大洲市 西予市 宇和島市 宿毛市
最初にどの機関から情
報を得たか？
受けていない レンタル協会 国交省 国交省 不明 国交省 県 国交省
情報が伝達された方
法・手段は何か？





要請なし 要請なし 要請なし 要請なし 作業直後 作業直後 作業直後
重機を貸出し先の組織
は？
建設業 消防団 ボランティア その他団体 建設業 建設業 消防団 建設業
何処で使用したか？
（複数回答）






















オペレーターの確保 建設業 消防団 建設業 自衛隊 建設業 建設業 消防団 建設業
オペレーターの補償保
険は？
































































宇和島市の被災状況は，人的被害として死者 12 名，負傷者 24 名となり，家屋被害
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り斜面が崩壊するなど 153 箇所の土砂災害が発生した．傾斜地の地すべりやがけ崩れ 
による斜面崩壊土砂が漁港や海岸に流れ込み，生活道路等を寸断した箇所もあった． 
愛媛県の入札システム 3)にて確認したところ，主な災害復旧工事発注数は平成 30 年






複数発生し，同地区では一時 41 世帯 65 人が孤立状態となった． 
三好市のホームページ 4)より確認したところ，主な災害復旧関連工事発注数は平成
30 年 10 月以降令和 1 年 9 月 9 日開札時点で入札落札 55 件，入札不調件数が 53 件と






自治体および建設業協会 対応部局 調査方法 
愛媛県宇和島市 建設課：１名・農林課：1 名 メール回答 
愛媛県建設業協会 本部：1 名 訪問ヒアリング 
徳島市三好市 工務課：1 名 電話ヒアリング 
徳島県建設業協会 本部：1 名・三好支部：1 名 訪問ヒアリング 
表-1 災害復旧関連工事落札・不調不落案件数 （令和 1 年 9 月 10 日調べ） 
自治体名称 入札落札案件数 入札不調案件数 合計 
愛媛県宇和島市 82 48 130 





















































































































聞 か せ く だ さ
い． 
農地農業施設などは 650 件の災






























































































































































































































５．２ なでしこ BC 連携の背景とこれまでの取り組み内容 
 
５．２．１ 背景 





















出来た．そして，同年 6 月には徳島県南部に位置する建設企業が参加し，この 3 社で 
連携協定をスタートした．その後，この連携協定の取り組みに賛同した企業が次々と





なかでも，平成 29 年 8 月末に行われた「道路啓開を女性目線で考える会（写真-1）」
では，なでしこ BC 連携企業の枠を超え，国土交通省の女性職員，徳島県の女性職員，
女性警察官，女性自衛官，コンサルタント会社の女性社員など，とても幅広い組織の




の交流が盛んになり，平成 31 年 2 月 8 日行われた国交省土地建設産業局建設市場整備
課が主催する建設産業女性活躍推進セミナー 2)に女性の代表メンバーが参加し，なでし
こ BC 連携グループの活動を報告している． 
 
 
写真-1 道路啓開を女性目線で考える会の様子  














５．３．２ なでしこ BC 連携企業の経営層と女性社員に対して 
BCP への取り組みと BC 連携に参加する前後で，事業継続への意識変化に関する内容































実 施 日 平成 30 年 12 月 13 日 
回 答 数 
(回答率） 
57 名（男性 24 名・女性 33 名） 
(100%) 
実 施 方 法 
パトロール終了後に用紙
配布・記入 
回 収 方 法 
その場で回収，および後日メー
ル・FAX で回収 
設 問 １ 
「なでしこ BC 連携」をテコに３K など「建設」のマイナスイメージは
今後どのような形で払拭していけばよいでしょうか？（自由回答） 
設 問 2 
企業の災害対応力の強化に関し「なでしこ BC 連携」の取組で何を重点
に置きますか？（自由回答） 




























実 施 日 令和 1 年 11 月 5 日 配 布 方 法 
なでしこ BC 連携 
掲示板にて配信 
回 収 日 令和 1 年 11 月 11 日 回 収 方 法 メールにて筆者あてに返信 





設 問 1 BCP を策定していますか？ 
設 問 2 
BCP に取り組むことで経営の改善や効率化につながったことはなに
か？（複数回答可） 
設 問 3 
なでしこ BC 連携活動に参加する前と後では，企業活動レベルがどう
変化しましたか？ 
設 問 4 





実 施 日 令和 1 年 11 月 5 日 配 布 方 法 
なでしこ BC 連携 
掲示板にて配信 
回 収 日 令和 1 年 11 月 11 日 回 収 方 法 
メールにて筆者 
あてに返信 





設 問 1 
なでしこ BC 連携活動に参加する前と後では，社内ではどのような変
化がありましたか？（複数回答可） 
設 問 2 
なでしこ BC 連携活動に参加する前と後では，社外対応ではどのよう
な変化がありましたか？（複数回答可） 
設 問 3 





















 ５．４．２ 経営層向けアンケート結果より 
なでしこ BC 連携協定に参画している企業 18 社中今回アンケートの回答があった 8


















































































































図-7 なでしこ BC 連携活動に参加する前後では，役員社員の 
















































































































６．１ 経営者による事業継続，BCP 策定への関わりの重要性 
 






























































































































また，社内 BCP の改善と主論文のきっかけを作っていだたいた， 兵庫県




























令和 2 年 3 月 
根来 慎太郎 
